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はじめに
―情報リテラシーと学校図書館―
　2016年 11月の米大統領選以来、世界的に大き
な問題となった「フェイクニュース」は、最近は
虚偽情報（disinformation）と呼ばれることが多
い。例えば、欧州委員会はこの用語が権力者に
よって政治的に使われることが多いため、それに
代えて、あらゆる形態の誤った不正確なもしく
はミスリードする有害もしくはそれに資する情
報を虚偽情報と定義して用いている（European 
Commission High level Group on fake news 
and online disinformation, 2018:5）。本稿もこの
例に倣って「フェイクニュース」を虚偽情報と呼
ぶことにする。
　ソーシャル・メディアにおける虚偽情報は
2016年 11月の米大統領選後に世界的な問題とな
り、それとほぼ同時に虚偽情報に対抗するための
教育の必要性が指摘されるようになった。その背
景にはスタンフォード大学が中高校、大学生を対
象としたオンライン情報評価能力調査結果を発
表したことも影響した。もっとも虚偽情報問題そ
のものは決して米大統領選の結果によって引き起
こされたわけではなく、すでにその直前に開催さ
れ、筆者も参加した、サンパウロで開かれたユネ
スコ・グローバル MIL（メディア情報リテラシー）
ウィークでも議論となっていた。しかし、その時
はあくまでも問題の一つに過ぎなかった。明らか
に米大統領選の結果によってこの問題の深刻さ
を多くのメディアや教育関係者が理解するように
なったのである。
　ソーシャル・メディアの虚偽情報に対抗する教
育論については、さまざまな考え方があるが、大
きく分けると情報リテラシー、ニュース・リテラ
シーおよびメディア・リテラシー論をあげること
ができる。また、リテラシー論ではないが、真偽
検証としてのファクトチェックおよびそのスキル
がある。ファクトチェック・スキルを含むそれぞ
れのリテラシー論にはそれらを主張する具体的な
組織や学問分野がある。しかしメディアや研究機
関でさえ、これらの概念について多様な定義を示
すことが多いため、教育実践者にとっては絶えず
定義を明確化する必要性に迫られている。定義や
概念は方法と深く結びついており、概念を明確に
しなければ、教育実践は困難だからである。例え
ば、NIE（教育に新聞を）はメディア・リテラシー
を「真偽を含め情報を見極めて取捨選択しながら
活用し、時に自らが発信者となる力」1と定義し
ているが、この定義では情報リテラシーやニュー
ス・リテラシーとの区別ができないため、欧米圏
でのこれらの理論や実践との接合に問題をはらん
でいる。
　筆者は、2016年の大統領選後から年末までの
アメリカの虚偽情報をめぐる問題について、「『ポ
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スト真実』とメディア情報リテラシー―米大
統領選と偽ニュース問題をめぐって―」（坂本、
2017a）にまとめた。この論考では、米大統領選
直後からさまざまなメディアによってメディア・
リテラシー教育や情報リテラシー教育の現状が報
告されている状況を紹介した。こうした状況の中
でも虚偽情報問題にとりわけ組織的かつ実践的な
取り組みを行ったのが学校司書らのグループで
あり、図書館界を中心に発展してきた情報リテラ
シー教育の潮流であった。2017年 1月 16日付け
のオンライン版『学校図書館ジャーナル』は「学
校司書は偽ニュースをめぐる危機に対してリー
ダーシップをとる機会がある。司書は、情報リテ
ラシーについて実績を持った権威として、生徒が
ニュースの正しさを分析できるよう支援すること
ができる。今こそ、マウンドに上がる時だ」と書
いている（坂本、2017a:191）。学校図書館はソー
シャル・メディア時代が到来する前から情報リテ
ラシー教育として、主として印刷メディアにおけ
る情報評価スキルの育成に携わってきた。その成
果をソーシャル・メディアの虚偽情報へ適用させ
ようとしたのである。
　筆者は「学校図書館とオンライン情報評価能
力の育成―法政大学第二中学校における実践か
ら―」（坂本、2018b）の中でこうした事情を紹
介している。そこで紹介した記事の一つが 2017
年 4月 18日付の「ハフィントンポスト」に掲載
された「トランプ当選以後、図書館司書はファ
クトチェックの方法を考え直さなければならな
かった」と題された記事である。この記事ではア
メリカ図書館協会会長のジュリー・トダローが中
心となり、カリフォルニア州立大学チコ・キャン
パス図書館が開発した情報評価チェックリストの
CRAAP テストをインターネット用に修正した経
緯が紹介される。彼女はこれまで使ってきた情報
の信頼性基準を見直す必要性を感じたのである。
また、2017年 7月 24日付「USA トゥデイ」の
「学校司書はフェイクニュースとたたかうために
CRAAP を教える」と題された記事では実際に
CRAAP テストを用いた学校司書の実践が紹介さ
れている（坂本、2018b:7）。同論考には、法政第
二中学校で筆者自身が携わった CRAAP テスト
を用いた実践記録も掲載している。
　CRAAP テストはもともと印刷メディアを対象
にして作られたものであり、信頼性の基準となる
「権威」は印刷物の発行元であったが、ソーシャル・
メディアに当てはめようとするともはやそれだけ
では不十分である。ウェブサイトの「権威」や「著
者」をいかにして調べ、信頼性を確認するのか、
従来のやり方では対応できないことは明らかであ
る。とりわけ、スタンフォード大学の調査が明ら
かにしたように、ソーシャル・メディア時代に生
きる子どもたちにとって情報源の確認の意識化は
必須である。しかし同時に、CRAAP テストに代
表されるチェックリストによる虚偽情報対抗教育
は基本的に意識化の段階に留まるものであり、「ポ
スト真実」と呼ばれる市民社会を生きるために十
分なスキルを提供しているとは言えない。今日、
これら情報評価リストを用いた情報リテラシー教
育実践を補完し、さらに乗り越えようとするリテ
ラシー教育の潮流として、ニュース・リテラシー
と真偽検証能力としてのファクトチェック・スキ
ルがある。とりわけ、評価リストに代わる情報真
偽検証方法としての「横読み」と呼ばれる手法に
焦点を当てる。さらに、ファクトチェックだけで
は対応しきれないプロパガンダの問題に対するメ
ディア・リテラシー教育研究者ルネ・ホッブスに
よる「現代プロパガンダ論」を取り上げる。本稿
は、アメリカを中心にこれらの理論と実践の動向
を概観し、日本での新たな理論展開の方向性を検
討したい。
１	 ファクトチェック・スキルと「横読み」
　筆者は、自身が担当する図書館司書・司書教諭
課程の授業でファクトチェック実践を取り入れ、
論文「メディア情報リテラシー教育におけるファ
クトチェック実践の可能性」にまとめたことがあ
る。そこでは「ファクトチェックとは事実検証の
ことであり、事実と嘘の情報を見極めることであ
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る」と書いた（坂本、2018a:222）。また、ファ
クトチェック・イニシアティブ・ジャパン（FIJ）
の立岩陽一郎と楊井人文は、ファクトチェックを
「言説の内容が事実に基づいているかどうか、正
確なのかどうかを調べて、その結果を発表するこ
と」と定義し、日本語にするならば「真偽検証」
という言葉がもっとも適切だと述べている（立岩・
楊井、2018:2-3）。ファクトチェックは極めて厳
格なプロセスと基準を用い、公開することを前提
に行われる社会活動であって、それ自体は教育活
動ではない。教育活動にファクトチェックを取り
入れるならば、社会的な意味でのファクトチェッ
クではなく、情報リテラシー教育の土台である探
究学習の一部としてファクトチェックを位置付け
る必要がある。この観点から見ると、上記筆者の
実践は、ファクトチェッカーになることをめざし
ているのではなく、司書や司書教諭養成の授業で
あることから、探究学習のための情報リテラシー
教育実習としてファクトチェックを取り入れたも
のと考えることができる。もちろん、社会活動
としてのファクトチェックに参加する意義を理解
し、リファレンスサービスとファクトチェックの
類似性について考えることも図書館司書課程の実
習として重要である。
　現在、チェックリスト方法を補完もしくは置換
し、情報の信頼性や真偽を検証する方法としてア
メリカの学校教育に取り入れられつつあるのが
「横読み（Reading Laterally もしくは Lateral 
Reading）」と呼ばれる手法である。米大統領選
直後の 2016年 11月 28日付『スクール・ライブ
ラリー・ジャーナル』に掲載された「今こそ情
報リテラシー教育」と題する記事の中で次のよう
に述べられている。「私は生徒に組織や『ニュー
ス』の情報源をグーグルで検索する方法やクロス
チェックする方法を教えることに時間を割くだろ
う。また、ネットで見つけた情報を信じたり、共
有したりする前に注意を喚起するだろう。この
過程で『横読み』は情報源が偏っているか、も
しくは完全なデマなのか見いだすのに役に立つ」
（Gardner, 2016）。
　2016年 11月に若者のオンライン情報評価能力
調査を報告したことで著名なスタンフォード大学
歴史教育グループのワインバーグらは、翌 2017
年の 9月に新たな調査報告書『横読み：デジタル
情報を評価するときは読みを少なく、オンライン・
ラーニングを多く』を公開した（Wineburg & 
McGrew, 2017）。ウェブページを読むとき、普
通は上から下へとスクロールさせて読むが、ブラ
ウザのタブを横に次々に開いて元のサイトの信頼
性を調べる方法が「横読み」である。この報告書
では大学生、Ph.D. を持った 10人の歴史研究者、
16人のファクトチェック団体に所属するファク
トチェッカー、14人の大学生を対象に、10分以
内に学校のいじめ問題を扱った二つのサイトの信
頼性を評価させるという実験が紹介されている。
一つは「アメリカ小児科カレッジ」（会員数 500
人）であり、もう一つは「アメリカ小児科学会」
（会員数 64000人）のサイトである。実験の結果、
ファクトチェッカーのグループは 100パーセン
トが小児科学会をより信頼性の高いサイトだと診
断したが、学生は 20パーセントに過ぎなかった。
一方、「小児科カレッジ」をあげた学生が 64パー
セントもいたのである。歴史研究者グループで
さえ、小児科学会を選択したものは 50パーセン
トに過ぎず、小児科カレッジを選んだものは 10
パーセントであった。ファクトチェカーたちは
そのサイトをじっくり読むのではなく、ブラウザ
のタブを次々に開いてそのサイトの社会的評価を
チェックしたのである。その結果、「小児科カレッ
ジ」は保守的な団体であり、さまざまな資料から
LGBTを中傷していることを見出した。そして「小
児科カレッジ」の「いじめ」に関する記事内に「あ
らゆる子どもも特別に扱われるべきではない」と
いう表現に注目したのである。なお、この実験は
ファクトチェックを行っているのではなく、あく
までもファクトチェッカーの調査手法を調べるこ
とを目的としている点に注意が必要である。
　『クォーツ』は 2019年 2月にアナベル・ティム
シットによる記事「フェイクニュース時代、学校
はこのように子どもたちにファクトチェッカーの
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ように考える方法を教える」を掲載した。この記
事もまたスタンフォード大学が 2016年 11月に
発表した若者たちのオンライン情報評価能力調査
の紹介から始まり、今日の子どもや青年の情報評
価能力の欠如の深刻さを指摘する。この記事がさ
らに問題にしたのは、CRAAPやAAOCC2など
の情報評価のためのチェックリストであり、これ
らは実際には役に立たないという。記事ではカリ
フォルニアの教師であるジョアンナ・ペトローム
が書いた『The Outline』の記事が紹介されている。
教師と学校司書は「フェイクニュース」を見
出し、ウェブサイトを評価する方法を教える
のだが、そのために私たちはとても良いとは
いえない、むしろ有害な古くさいチェックリ
ストを用いてきた。チェックリスト…（中略）
…には生徒がウェブサイトの信頼性を検証
するためのチェックを行う長い項目リストが
ある。しかし、このリストの項目の多くは不
十分な信頼性指標かもしれない。さらには生
徒に自分の嘘を見抜く能力に対する間違った
自信を与えてしまう可能性もある（Petrone, 
2018）。
　そしてティムシットは先に挙げたワインバーグ
らの調査を紹介した上で、彼らが推奨する「横
読み」に言及するのである。ここで引用される
のはワインバーグらの次の文章である。「著者を
示し、参照リストを集め、サイトに誤字がない
ことを確認しても信頼性を得たことにはならな
い。」「インターネットが洗練されたウェブ・デザ
インやサーチエンジンの最適化、信頼性が高そう
に見えることを競う組織といったものによって特
徴付けられるならば、こうしたガイドラインは間
違った安全感を作り出している」（Wineburg & 
McGrew, 2017:44.）。さらにティムシットは批判
的思考のような抽象的なスキルの育成をめざすの
は正しい方向ではないという。そしてペトローム
のいう「機能的デマ探知者（functioning bullshit 
detector）」（Petrone, 2018）の育成が必要であり、
国家的なプロジェクトとしてあらゆる教科でこの
ようなファクトチェックの基礎を教えるべきだと
指摘している。
　「横読み」を含むファクトチェックについての
より具体的な手法は、ワシントン州立大学バン
クーバー校のブレンデッド・ネットワーク・ラー
ニングのディレクターを務めるマイク・コール
フィールドが大学生向けに書いたオープン・テキ
スト『学生ファクトチェッカーのためのウェブ・
リテラシー』に詳しい（Caulﬁeld, 2017）。コー
ルフィールドはこのテキストの冒頭に作った理由
を書いている。
多くの人が述べているように、ウェブはこれ
まで作られた中でももっとも巨大なプロパガ
ンダ・マシンであるとともにこれまでに発
明された中でももっとも驚異的なファクト
チェック・ツールである。しかし、もし私た
ちがこうした能力を教えていなければ、プロ
パガンダが勝つだろう。それは驚くべきこと
ではないか。これは学生ファクトチェッカー
のためにわかりやすく作られたガイドブック
である。それはウェブサイトの真実により早
くたどり着けることを可能にするウェブベー
スのテクニックによって、情報リテラシー全
体を補うものである。（Caulﬁeld, 2017:3）
　コールフィールドが懸念するのはソーシャル・
メディアに溢れるプロパガンダの影響である。プ
ロパガンダに対抗するためには、ウェブをファク
トチェック・ツールとして活用することだと主張
する。つまり、ファクトチェックの専門家になる
ことが目的なのではなく、ソーシャル・メディア
を日常的に利用する学生にとって、プロパガンダ
に対抗するための不可欠なスキル育成が目的だと
いう。さらに彼は「自分の感情のチェック」の必
要性に言及する。「必要な習慣は単純である。幸
福感、怒り、誇り、釈明―そして他の人に『事実』
として共有させたくなる感情を止めることだ。こ
こに挙げたすべてについてファクトチェックしな
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ければならない」（Caulﬁeld, 2017:7）。プロパガ
ンダへの対抗としてのファクトチェックという視
点こそが、このテキストに貫かれた理念だと言え
る。
　このテキストは過去のファクトチェック事例の
検証から始まり、ファクトチェックサイトのリス
トを挙げ、ウィキペディアの有用性についても述
べられている。ウィキペディアは誰でもが自由に
編集できるため、しばしば大学などでは低く見ら
れることが多いが、必ずしもそうではないとい
う。ウィキペディアはある問題についての合意を
得られた視点を得るもっとも良いソースだと指摘
する。「なぜならばウィキペディア・コミュニティ
は事実を信頼できるソースで参照することについ
て厳格なルールを持っているからであり、執筆者
は中立的な視点を持たなければならず、記事はし
ばしばウェブ上の論点についてもっとも役に立つ
からである」（Caulﬁeld, 2017:10）3。
　テキストは具体的な事例を示しながらファクト
チェックの仕方を解説している。ここでキーワー
ドになっているのは「アップストリーム」という
用語であり、記事を引用したり紹介したりしてい
る記事から元になっている記事へと遡ることであ
る。時間と場所をフィルタリングにかけてオリ
ジナル・ソースを見つける方法などが詳細に説
明されている。そしてテキストの最後に「横に読
む（Reading Laterally）」について書かれている。
「良いファクトチェッカーは『横に』読む。目の
前のサイトを深く掘り下げる代わりに多くの関連
サイトを横切るように読むのである」（Caulﬁeld, 
2017:67）。「現実の世界」で、本や雑誌、新聞の
記事を読むときはすでにその情報源について読者
は知っている。つまり情報の評価は本や雑誌記事
などを入手するときにすでに始まっている。それ
が図書館ならばリファレンス・サービスを得るこ
ともできる。しかし、インターネットの世界はそ
うではない。著者もわからないサイトはどうすれ
ば評価できるのだろうか。多くの人はそのサイト
やページ自身について書かれてある箇所を探すだ
ろう。「About」のページや著者の履歴、自己紹
介といったものである。しかし、信頼性のないサ
イトの「About」もまた信頼することはできない。
こうした問題を解決する手法が、スタンフォード
大学歴史教育グループによれば「横読み」であ
る。ファクトチェックの専門家は評価すべきサイ
トを長い時間をかけてチェックしたりはしない。
ブラウザのタブをたくさん開き、ネット上のさま
ざまな関連サイトからそのサイトについての情報
を収集し、そのサイトを評価するのである。そし
てその後に再び元のサイトに戻り、コンテンツを
再検討する。コールフィールドによれば、横読み
読者がある分析事例を探す場合、横読みはサイト
が掲載する分析事例の背後にある視点を理解する
ことに役立つという。また、横読み読者が事実を
探す場合、横読みはそのサイトが誰もが評価の定
まったサイトであり、そのサイトの記事は事実だ
と判断できるような、編集過程や専門的評価を
自分が持っているかどうか考えるのに役に立つ
（Caulﬁeld, 2017:68）。
　こうしたファクトチェック・スキルはあらゆる
学習者が、すなわちあらゆるインターネットの利
用者が学校教育を通して身につけるべきものであ
り、そのためには教師や図書館司書は伝統的な印
刷物の世界からインターネットの世界でのファク
トチェック・スキルを身につけ、新たな学校教育
に寄与しなければならない。一方で当然のことな
がら、こうした「横読み」はインターネット上の
情報への「自由なアクセス」が前提となる。学校
現場における「自由なアクセス」についてはさま
ざまな問題がありうるが、この問題についてどの
ように考えるべきだろうか。アメリカの学校図書
館関係者によって書かれたニュース・リテラシー
教育に関する本がルターラとホワイティングによ
る『ニュース・リテラシー―フェイクニュースと
たたかうためのカギ』（2018）である。彼女らは
次のように書いている。
図書館司書として、私たちは毎年生徒に情報
へのアクセスは権利であることをより理解さ
せるために発禁本や禁止されたウィブサイト
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を取り上げる。一方でそれは一つの権利であ
るべきだが、彼らは守られる必要がある。さ
らにいえば、この権利の学習を選択すると
きは、私たちは戦略的に市民の言論をより前
に進めるような方法で参加する責任を受けい
れるのである。よきデジタル・シティズンに
なるためのサイバー・シティズンとしての教
育へのチャレンジは、刺激と反応の間で生徒
たちが考える間を作ることを支援し、彼らに
意識することを教えることになるのである。
（Luhtala & Whiting, 2018:143）
　すでに筆者と今度が書いたように、今日の情報
環境における学校教育にはデジタル・シティズン
シップ教育が不可欠であり、「情報モラル」教育
はデジタル・シティズンシップ教育へと置き換え
られる必要がある（坂本・今度、2018）。インター
ネットを縦横無尽に検索することを前提とする探
究学習の一環としての「横読み」は、同時に学校
における情報ゲートウェイとしての学校図書館を
通したデジタル・シティズンシップ教育を必要不
可欠なものとするのである。そしてそれが現在の
アメリカで進みつつある学校図書館進化の姿であ
り、デジタル革命の最前線で教師や学校司書が取
り組んでいる課題である。
２	 ニュース・リテラシーとジャーナリ
ズム
　ニュース・リテラシーは比較的新しい用語であ
り、オンラインの虚偽情報が大きな社会的問題に
なるにつれて、とりわけアメリカでは大きな注目
を浴びるようになった。『EdSurge』は 2019年 2
月に掲載したエミリー・テイトによる記事「教室
の中の『フェイクニュース』との闘いが勢いを増
す」で、ニュース・リテラシーを唱道するニュース・
リテラシー・プロジェクト（NLP）を取り上げて
いる。かいつまんでこの記事を紹介する。記事に
よると、NLP はロサンゼルス・タイムズのワシ
ントン支局記者であったアラン・ミラーが 2008
年に設立した組織であり、ミラーはその 2年前に
娘が在籍する中学校にゲスト講師として呼ばれ、
175人の子どもたちを前にジャーナリストとして
の仕事の話をした。そして娘は 175人分の感謝の
言葉が綴られた感想文を自宅に持ち帰った。その
経験をもとに、デジタル時代に生きる教師と子ど
もたちが事実とフィクションを見分けられるよう
支援する民間教育団体の設立を思い立ったのであ
る。設立時にジャーナリズムと芸術を支援するナ
イト財団から 25万ドルの資金を得た。今では全
米で 300人近いジャーナリストが NLP に所属し、
ニュース・リテラシー教育を支援するとともにオ
ンラインコース「Checkology」を提供している。
そして 2019年 2月にはナイト財団は 20倍にあた
る 500万ドルを支援し、オンラインコースを中
学高校へと拡大するとともに、教師と図書館司書
の研修を可能にした。しかもそれは 5年間で 3億
ドルに上る資金計画の一部であった。アメリカで
ニュース・リテラシーが勢いを増した背景にはこ
うした財政的支援がある。
　NLP が設立された当初は、現役のジャーナリ
ストが放課後プログラムの一環として表現の自由
をうたう米国憲法修正第 1条から始まり、ジャー
ナリストの役割やメディアの重要性、誤情報問題
などを話すというものであった。NLP は社会科
や国語、歴史などの人文学系の教師とともに、生
徒にニュース・リテラシーを教えられるように
カリキュラム開発を行った。そして 2016年 5月、
すでに触れたオンラインコース「Checkology」
を導入したのである。このコースでは、生徒に出
版の役割、エンターテイメントからオピニオン、
企業コンテンツまで様々な種類のニュースを紹介
し、生徒たちは誤情報を見極めるのに必要な批判
的思考スキルを学ぶのである。この記事の中で
ミラーは「Checkology」の導入は、ニュースと
情報が共有されるという「大海の変化」と同時期
だったという。つまり、多くの人とりわけ若者た
ちがソーシャル・メディアからニュースを得始め
たのである。そこはミスリードさせる記事やでっ
ち上げ、陰謀論などが他のニュースと同じように
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ごちゃ混ぜになって流通するような場であった。
ミラーは次のように述べている。「私たちは間違
いなく、人類の歴史の中で緊迫した情報のランド
スケープに直面している。同時に私たちはフィク
ションと事実を見分けることができないがために
質の高いニュース（ソース）への不信感が生み出
されてきたことを見てきた。それは健全な民主
主義への根本的な脅威なのだ。」このように NLP
はジャーナリズムを土台に、ソーシャル・メディ
アの虚偽情報がアメリカの民主主義を脅かしてい
るという認識を前提として、ニュース情報の真偽
を見分ける方法とそれに必要な批判的思考を教え
ることを目的として活動してきたのである。
　一方、ニューヨーク州立大学ストーニー・ブ
ルック（Stony Brook）校ジャーナリズム学部は、
元ジャーナリストのハワード・シュナイダー学部
長の尽力により、2007年にナイト財団から資金
を得てニュース・リテラシーを専門的に研究す
るニュース・リテラシー・センター（Center for 
News Literacy）を設立した。NLP が実践的な
組織であるのに対して、CNL は研究組織である。
CNL のサイトにはニュース・リテラシーの定義
が書かれている。それによると、ニュース・リテ
ラシーはストーニー・ブルック大学で開発された
カリキュラムであり、「印刷物、テレビ、インター
ネットのどれであれ、情報の信頼性と信憑性を判
断するための生徒の批判的思考を支援するために
設計された。これは過剰な情報や記事の真実性を
判断する困難に誰もが格闘するがゆえに、とりわ
けデジタル時代に必須のスキルである。」（Center 
for News Literacy, 2016）
　そしてデジタル時代における情報リテラシーに
は、市民社会に対する 4つの課題があるという。
（1） 毎日私たちに襲いかかる圧倒的な量の情
報によって、虚偽情報から信頼できる情
報を選り分けることが困難である。
（2） 情報を作り、広く共有する新しいテクノ
ロジーが本物の情報源から来たように見
える誤情報を拡散させることを可能にし
た。
（3） 速報性と正確性との矛盾がますます拡
大。誰でもができるかぎり情報を早く手
に入れたいと思うが、デジタル時代の情
報拡散の増大は同時に情報が間違ってい
るケースも増やしてしまった。
（4） インターネットとソーシャル・メディア
は私たちがすでに持っている信条を支
持するとともに、それを問い直すより
も強化するだけの情報を選択することを
非常に容易にした。（Center for News 
Literacy, 2016）
　このように、課題としてあげられているのは、
ジャーナリストだけの課題ではなく、すべての市
民にとっての課題である。ここでは情報リテラ
シーという用語が使われていることに注目すべき
であろう。これらの課題を克服するために求めら
れるのがニュース・リテラシーであり、その中核
である批判的思考スキルである。批判的思考スキ
ルとして次の 5つのスキルが明示されている。
（1） ジャーナリズムと他の種類の情報の違い
およびジャーナリストと他の情報提供者
との違いを認識する。
（2） ジャーナリズムの文脈から、ニュースと
意見を区別する。
（3） ニュース記事の文脈から、主張と検証の
違いやエビデンスと推論の違いを分析す
る。
（4） 示されたエビデンスの質やソースの信頼
性を土台として、あらゆるメディア・プ
ラットフォームにまたがるニュース記事
を評価し、分析する。
（5） ニュース・メディアのバイアスとオー
デ ィ エ ン ス の バ イ ア ス を 見 分 け る。
（Center for News Literacy, 2016）
　
これらのスキルの土台にあるのは次の 4つの
キー・コンセプトと呼ばれるものである。
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（1） 民主主義社会における信頼できる情報の
力と情報の自由な流通の重要性を理解す
る。
（2） ニュースがなぜ重要なのか、そして識別
力のあるニュース消費者になることがな
ぜ個人の生活と国の生活を変えうるのか
理解する。
（3） ジャーナリストがいかに働き、決定を下
し、なぜミスを犯すのか理解する。
（4） デジタル革命とニュース・メディアにお
ける構造的な変革がどのようにニュース
消費者に影響を与えるか理解するととも
に、消費者としてだけではなく発信者と
しての新たな責任を理解する。（Center 
for News Literacy, 2016）
　ストーニー・ブルック大学ジャーナリズム学部
はジャーナリスト養成を目的としている。それゆ
えに NLC が挙げる 5つの批判的思考スキルと 4
つのキー・コンセプトは、4つの課題がジャーナ
リストを含むすべての市民を対象としていたのに
対して、ジャーナリストに焦点化されたものだと
言える。このようにニュース・リテラシーは情報
リテラシーの一部だと言えるが、それはジャーナ
リズムの専門性に裏付けられたものである。
　また、NLP や CNL とは別に ASNE（American 
Society of News Editors）が 2000年に開始
し た ユ ー ス・ ジ ャ ー ナ リ ズ ム 運 動（Youth 
Journalism Initiative）の一環として立ち上げた
学習者向け情報サイト SchoolJournalism.org に
は、より教育関係者向けに書かれたニュース・リ
テラシーの定義と原理が掲載されている。まず、
ニュース・リテラシーについては次のように定義
されている。「ニュース・リテラシーとは、ニュー
スと情報の信頼性を分析判断し、私たちが見聞
き、創造し、拡散するメディアにおける事実と意
見、そして主張を識別するための 21世紀の批判
的思考スキルの習得である」（SchoolJournalism.
org）。この定義でもわかるように、メディア・リ
テラシーと同様に、ニュース・リテラシーという
用語には能力だけではなく、実践や運動の意味が
含まれている。ニュース・リテラシーの 4つの原
理は以下の通りである。
（1） 表現の自由は民主主義の土台であり、要
石である。
（2） 事実と意見を識別することは基本スキル
であり、義務である。
（3） 情報収集と報道のプロセスが透明化され
ていれば、ニュースと情報はより意味を
持ち、信頼と信用を得る。
（4） ニュースと情報の効果的なコミュニケー
ションに必要なのは、複数の情報源を意
味ある文脈に統合し、そのインパクトを
理解することである。（SchoolJournalism.
org）
　これらの原理を見ると、ニュース・リテラシー
が単なるニュースと情報の読み解きだけではな
く、プロではなくてもユース・ジャーナリストと
して、すなわちニュース情報の発信者としての
ジャーナリズムの基礎を身につけることを目的と
していることがわかる。情報リテラシーが図書館
を基礎とした情報を検索し、評価し、整理して発
信する一連のプロセスを前提とするリテラシーで
あるのに対して、ニュース・リテラシーは同じ情
報を対象としつつも、ジャーナリズムを基礎とし
たニュース情報に関する専門性を基礎としている
のである。
　ニュース・リテラシー運動の初期、メディア・
リテラシー研究者のルネ・ホッブスは『Nieman 
Reports』（Summer 2011）でニュース・リテラ
シーを批判したことがある。ニュース・リテラ
シーとメディア・リテラシーの関係を考える上で
この批判とその後の展開を確認することには意味
があるだろう。彼女は専門職としてのジャーナリ
ストをめざしているわけではないジャーナリズ
ムのクラスで、ニュース・リテラシー教育とし
て行われる典型的な 3つの事例を取り上げて批判
した。第一に、ニュース・リテラシーは報道のプ
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ロセスや記者と情報源の関係、米国憲法修正第一
条（表現の自由）、報道法、報道倫理といったも
のを教えるが、こうした授業は生徒にとって試験
を思い起こさせる無意味なもの以上のものではな
いという。「ニュース・リテラシー教育は、もっ
と別の重要なスキルを教えることを考えるべきで
あり、ニュースを作る側ではなく消費する側の
人々にもっと焦点を当てる必要がある。彼らはさ
まざまな方法で互いにつながりあっているのだ。」
（Hobbs, 2011）
　二つ目はニュース・リテラシーの授業が常に
ジャーナリストの視点からのみ教えられるという
点である。例えばかつてジャーナリストとして活
躍した戦争の話である。目の前の現実の仕事が生
徒の批判的思考やコミュニケーション・スキルの
発達を支援するのであり、こうした話は役に立
たないという。「ジャーナリストの仕事について
の体験を聞いて生徒は刺激を受けることは重要だ
が、それだけでは十分ではない」という。（Hobbs, 
2011）
　三つ目はニュース・リテラシーがジャーナリズ
ムに偏っている点についてである。例えばストー
ニー・ブルック大学のシュナイダーは、ニュース
は民主主義に市民として参加するための人々の能
力に貢献しなくてはならないと語るが、ホッブス
は「しかし、ジャーナリズムの理念にのみ焦点を
合わせるならば、炎上や祭りといった現象によっ
てユーザーやニュースまとめサイトに誤情報を闇
雲に拡散させ、時にはゴミの中に真実を置き去り
にするような今日のメディアの大混乱に対して盲
目的であるがゆえに、それは単なるプロパガンダ
となるだろう」（Hobbs, 2011）。このように、ホッ
ブスはニュース・リテラシーがジャーナリズムに
のみ焦点をしていることに対して問題を提起し
た。それはすなわちメディア・リテラシーとの原
理的な相違でもある。
　2014年 9月『コロンビア・ジャーナリズム・
レビュー』はジヒィ・ジョリィによる、ホッブス
の批判に対するニュース・リテラシー側からの
反論についてまとめた記事「ニュース・リテラ
シー VS メディア・リテラシー」を掲載している
（Jolly, 2014）。この記事の中でジョリィはストー
ニー・ブルック大学の CNL のディレクターであ
るディーン・ミラーの言葉を紹介している。引用
元が不明であるため、孫引きで引用する。「ニュー
ス・リテラシーに対するホッブス博士の批判は、
もしニュース・リテラシーが実際にそのように
教えられていたのなら打撃になったかもしれな
い。しかしニュース・リテラシーに求められる
完璧な授業とは何か。彼女の指摘は引用がない。
ニュース・リテラシーの授業への直接的な観察に
よるデータもエビデンスもない信頼できない意見
である」。こうしたやり取りに対してジョリィは
「ニュース・リテラシー界で進行中の派閥争いを
示したもの」だと述べている（Jolly, 2014）。
　その上で、ジョリィはメディア・リテラシーと
ニュース・リテラシーの違いについて次のように
述べている。「『メディア・リテラシー』はマーケ
ティングやプロパガンダ、ポップカルチャーな
ど、さまざまなタイプのメディアを区別する必要
性を強調する。しかし、ニュース・リテラシーの
主導者たちは次のように信じている。ニュース・
リテラシーとは、ジャーナリズムの検証スキルを
用いて行動的懐疑主義を教えるために、すでにあ
るジャーナリズムの事例を用いる独立したカリ
キュラムであり、より適切な言葉で言えば、それ
が彼らのカリキュラムの基本なのである」（Jolly, 
2014）。2014年 9月にはシカゴでニュース・リテ
ラシー・サミットが開かれ、そこにはホッブスら
メディア・リテラシーの研究者も招かれた。こ
のサミットの財政支援を行ったマックコーミック
財団のジャーナリズム・プログラム・ディレク
ターのクラーク・ベルは、「この会議の目標の一
つはメディア・リテラシーを代表している人々と
ニュース・リテラシーを代表している人々との対
話を続けることだ」と語っている（Jolly, 2014）。
ただし、決して両者の溝がなくなったわけではな
い。この記事の中でホッブスは次のように語る。
「私が思うに、私たちは現在、信頼性という点で
いえば（ジャーナリズムにおけるレベルは低く）、
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疑いのレベルは非常に高いという問題を抱えてお
り、ある人々にとってニュース・リテラシーは
もはやすでに存在していない過去の権威を呼び
戻そうとする無謀な企てだと思うかもしれない」
（Jolly, 2014）。
　このようなニュース・リテラシーに対するメ
ディア・リテラシー側の反応は決してホッブスだ
けではない。テンプル大学のメディア情報リテラ
シー・センターのシェリー・ホープ・カルバー
は、シカゴで開かれたサミットに出席した感想と
して、ニュース・リテラシー推進者たちがメディ
ア・リテラシーやデジタル・リテラシー、情報
リテラシーとの差を見出そうとしている点に疑問
を抱いたと書いている。そしてニュース・リテラ
シーはいくつかメディア・リテラシーとは異なる
目標を持っているが、それ以上に共通点を持って
いると指摘している（Culver, 2014）。ジョリィ
はベルがマックコーミック財団の活動計画委員会
でニュース・リテラシーからニュース情報リテ
ラシーへと名称を変更する案を提示したと書い
ている。ベルは「それをメディア・リテラシー、
ニュース・リテラシー、デジタル・リテラシー、
情報リテラシーと呼ぼうと、いずれもすべて批判
的思考スキルの育成に取り組んでいる」と述べた
（Jolly, 2014）。結果的に名称は変更されなかった
が、ニュース・リテラシーとメディア・リテラシー
だけではなく、デジタル・リテラシーや情報リテ
ラシーを含むさまざまなリテラシーに関わる実践
や運動が批判的思考を軸としてつながりあい、よ
り大きな潮流になりうることを示している。それ
はまさにユネスコがメディア情報リテラシーと名
付けたものでもある。
　ところで、ホッブスはジョリィの記事が出た直
後に「ニュース・リテラシーに対する考察」と題
する記事をブログに掲載している。冒頭に「ニュー
スとメディア・リテラシー教育の自由な批判はベ
スト・プラクティスを見出す土台である」と書い
た上で、「ニュースを読むことは知的好奇心や生
涯学習のドアを開く鍵の一つである。しかし、今
日ではプロパガンダを認識し、抵抗する能力も
また重要である」と述べている（Hobbs, 2014）。
こうしてホッブスはメディア・リテラシーの課題
としてプロパガンダを取り上げるのである。
３	 メディア・リテラシーと現代プロパ
ガンダ
　次にソーシャル・メディアの虚偽情報問題に対
するメディア・リテラシー研究での取り組みにつ
いて概観したい。まず、メディア・リテラシー
の定義について確認しておきたい。メディア・
リテラシーについてはさまざまな定義があるが、
NAMLE（全米メディア・リテラシー教育学会）
や CML（Center for Media Literacy）、EU、ユ
ネスコなど世界的に有力な組織によるメディア・
リテラシーの定義を総合的に勘案したより包括的
な定義として、筆者は「民主主義社会におけるメ
ディアの機能を理解するとともに、あらゆる形態
のメディア・メッセージへアクセスし、批判的に
分析評価し、創造的に自己表現し、それによって
市民社会に参加し、異文化を超えて対話し、行動
する能力」と定義している（坂本・寺崎・笹川、
2019:48）。情報リテラシーやニュース・リテラシー
とのもっとも大きな違いは、批判的に読み解き、
創造する対象は情報ではなくコミュニケーション
を前提としたメディア・メッセージであるという
点である。そして、「メッセージは情報を私たち
に届ける道具」であるとともに「情報はこれらメッ
セージの内容」（Potter, 2004:44）である。
　虚偽情報について、デイビット・バッキンガ
ムは 2018年 10月に法政大学で開催された講演
の中で次のように指摘している。「私たちが遭遇
することの大部分は真実と虚偽の要素を持ってい
ます。半分は真実、あるいは四分の一は真実だっ
たりします。真実と虚偽の間には大きなグレー
ゾーンがあるのです。そのグレーゾーンにおいて、
チェックリスト以上のものが本当に必要です。私
たちには、本当に、批判的思考が必要なのです。」
（バッキンガム、2019:16）また、その後に書かれ
た著書では次のように書いている。「真実と嘘と
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の間を明らかにするための単純なチェックリスト
でフェイクニュースとたたかうのは効果的とは言
えない。私たちはバラバラになって問題に対処す
ることはできない。私たちにはより賢く深い理解
が必要である。すなわち（あらゆる形態のニュー
スを含む）メディアが世界をどのように再表現
（represent）し、制作され、利用されるか理解す
る必要がある。私たちは一貫した教育方略が必
要であって、それは手軽な問題解決法ではない。」
（Buckingham 2019:43）
　バッキンガムが指摘するのは、ワインバーグら
と同様に、手っ取り早い解決法としてのチェック
リストによる真偽判断のもつ危険性である。真実
と虚偽の境目は実際にはもっと複雑である。メ
ディア・リテラシーは、「ニュースは理解の合
理的なプロセスだけではなく、感情的でシンボ
リックな側面があるという考え」（バッキンガム、
2019:17）に依拠する。つまり、ニュースの論理
性だけではなく、ニュースの表現形態にも注目し
なくてはならないということである。それが読者
の感情に影響を与えるからであり、メディア・リ
テラシーはそこに焦点を当てるのである。
　バッキンガムが指摘したように、メディア・リ
テラシーは決して情報の真偽を判断するだけの能
力ではないが、欧米でも情報リテラシーと混同
されることがある。例えば、アメリカのランド
社は 2018年に調査報告書『真実腐食　事実の役
割減少の調査とアメリカの公的生活分析』を公
開するが、そこではメディア・リテラシーその
ものの明確な定義はないものの、メディア・リテ
ラシー教育を、信じるべきものを語ることなく情
報と情報源の信頼性を評価する方法を教えるプロ
グラムとして描かれている（Kavanagh & Rich, 
2018:133）。これだけを読むと情報リテラシーや
ニュース・リテラシーとの差異が不明である。し
かし、翌年に公開された報告書『真実腐食を緩和
するためのツールとしてのメディア・リテラシー
教育』では、メディア・リテラシーを次のように
定義している。「メディア・リテラシーは何らか
の文脈へ適用しうる情報処理の一つのアプローチ
と考えることができる。その中核として、メディ
ア・リテラシーとは、さまざまな形態にある多様
なメディア・メッセージにアクセス、分析、評価、
そしてコミュニケーションする能力と見なされ
る」（Huguet et al., 2019:3）。ここに使われてい
る定義は 1993年にワシントン DC で開催された
アスペン会議で使用されたものであり、その後の
アメリカでのメディア・リテラシーの定義の土台
となった。さらにこの定義に部分的に重なる類似
のリテラシーとしていくつかのリテラシーが挙げ
られる。その一つが本稿冒頭で触れた図書館界の
伝統的な情報リテラシーであり、「情報の必要性
を認識し、必要な情報の所在を調べ、評価し、効
果的に使用する」能力とされる。次に本稿 2章で
も検討したジャーナリズム研究の世界で用いられ
るニュース・リテラシーであり、「ジャーナリズ
ム基準に適合した知識を土台としたニュースの消
費、読解、そして発信に重きを置く」リテラシー
である。さらに、批判的メディア・リテラシーは、
「社会正義を掲げるアプローチ」であり、「メディ
ア・メッセージにおける明示的および非明示的な
偏見や抑圧」を見出す能力であるという（Huguet 
et al.,2019:4）。ランド社の二つの報告書は、メディ
ア・リテラシーへの理解にありがちな誤解と正し
い理解の仕方を研究の成果として示したものだと
も言える。
　筆者はアメリカで用いられているメディア・リ
テラシーのコア・コンセプトの形成過程について
論文をまとめており（坂本、2019）、その中で虚
偽情報問題に対するテッサ・ジョルズとマイケ
ル・ジョンセンの論文を取り上げている。彼女ら
は「ファクトチェッカーやファクトチェッキング・
サイトは民主主義社会の中では、メディア・リテ
ラシー教育の恩恵に代わることはできない」と
述べ、情報の真偽の判断をファクトチェッカーや
ファクトチェックサイトに委ねることを批判する
（Jolls & Jhonsen, 2018 :1379）。また同時にメディ
ア・リテラシー教育は一般の市民をプロのファク
トチェッカーに育成することではないともいう。
彼女らはメディア・リテラシーを情報の真偽以上
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のものだと考えるが、情報リテラシーやニュース・
リテラシーによるファクトチェック・スキルの育
成そのものを批判しているわけではない。
　メディア・リテラシーの研究課題の一つがプロ
パガンダである。もちろんニュース・リテラシー
や情報リテラシーにとっても大きな課題の一つで
あるが、プロパガンダは、内容のみならず感情に
働きかける表現技法の力が大きな影響力をもたら
すためにメディア・リテラシー研究の課題として
より大きく取り上げられる。つまり、前章で見て
きたように、ニュース・リテラシーでは、プロパ
ガンダへ抗う力は事実の探究によって培われると
考えるが、メディア・リテラシーではそれだけで
はなく、プロパガンダの表現技法を批判的に探究
することによって培われると考えるのである。プ
ロパガンダは一般的に特定の政治思想や教義を一
方的に宣伝する活動だと考えられているが、この
概念を日常の文化活動に拡大したのがホッブス
の「現代プロパガンダ論」である。ホッブスとマ
クジーはこれまでのプロパガンダ論を整理し、メ
ディア・リテラシー教育論との関連について検討
をしている（Hobbs & McGee, 2014）。この論文
で取り上げられているのは、ジャーナリストや研
究者、教師らによって 1937年に設立された民間
組織であるプロパガンダ分析研究所（IPA）であ
り、彼らはメディア・リテラシー研究グループの
前身にあたる。彼らによって作られたのが「プロ
パガンダの 7つのテクニック」（表 1）と「プロ
パガンダ分析の ABC」（表 2）である。
　「プロパガンダ 7つのテクニック」は「トリック」
という用語を使っているためわかりやすいが、こ
の用語を用いてプロパガンダを教えると生徒をシ
ニカルにしてしまう可能性があるという。他方、
「プロパガンダの 7つのテクニック」に比べると
「プロパガンダ分析の ABC」はさほど有名ではな
いが、メディア・リテラシーへつながる可能性を
表 1 　プロパガンダの 7 つのテクニック
名　称 定　義 例
悪態をつく 問題の中心的事実を十分に考えることなく、
結論を受け入れさせるトリック
チャールズ・カフリン神父はフランクリン・
ルーズベルト大統領を「嘘つき」と呼んだ。
バンドワゴン 政治的なハーメルンの笛吹きを追わせ、私た
ちの他の多くの人たちを呼び寄せて心をつか
もうとするときに使われるトリック
誰もが行っている。
一般的なものを
輝かせる
自由や公正、真実、教育、民主主義といった
輝かしい理念や美徳を用いて心を揺さぶろう
とする広く一般的なやり方を使った試み
ルーズベルトの言葉「アメリカ人が求めるも
のは、すべての人への経済的保障である。」
旗振り 旗などの私たちが尊重するシンボルを掲げる
トリック
ルーズベルトが最高裁の反ニューディール決
定について語るときに用いる馬とバギーのシ
ンボルを作った。
「普通の人々」 プロパガンダ唱導者が用いる、自分たちは私
たちと同じであるか、普通の人々であること
を示そうとするトリック
選挙候補者がたいてい赤ちゃんにキスをする
ことで有名。
推薦活動 政党や候補者を支援する良き一般的な盤石な
市民だけではなく、市民社会およびビジネス
界のリーダを巻き込むトリックであり、世論
調査によってもっともよく示される。
多くの人々がルーズベルトまたはランドンに
投票することが見える形で分かれば、彼らへ
のさらに多くの投票をもたらしうる。
インチキ プロパガンダ唱導者が事実に対抗して用いる
インチキ
1936 年、アメリカはまだ失業が大きな問題で
あったが、共和党のプロパガンダ唱導者は民主
党がまだそれを終わらせていないと非難した。
Hobbs & McGee（2014）Table 1: Seven Propaganda Devices, p.57より作成 4
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持っている。「プロパガンダ分析の ABC」は事実
の検証についても含んでいるものの、それよりも
感情に働きかけるプロパガンダのテクニックに焦
点を合わせ、その種類と技法を分別し、それを批
判的に分析する手法である。それらはメディア・
リテラシー教育の原理に近い。ホッブスらは「こ
れら IPA によって実際に開発されたあまり知ら
れていない教育実践がどのように今日実践されて
いるメディア・リテラシーのキー・コンセプト
と教育方法を予期させるのか示したい」と述べ、
NAMLE のメディア・リテラシー教育の中核原
理（2007）と比較し、その近似性を明らかにす
るのである。そして次のように指摘する。
1936年 の プ ロ パ ガ ン ダ 分 析 の ABC は
NAMLE の中核原理につながるメディア・
リテラシーの 5つのキー・コンセプトを予期
させる。キー・コンセプトとは以下の通りで
ある。（1）メディア・メッセージはすべて構
成されたものである。（2）それぞれのメディ
ア（medium）は異なった特性と強さ、そし
て特有の「言語」を持っている。（3）メディ
ア・メッセージは特定の目的のために作られ
る。（4）人々はメディア・メッセージから自
分自身の意味を作るために自分の個人的スキ
ルや信条、経験を用いる。（5）メディアは信
条、態度、価値観、行動と民主主義のプロセ
スに影響をもたらすことができる。（Hobbs 
& McGee, 2014:62）
　このようにしてホッブスらは忘れ去られていた
過去のプロパガンダ分析手法を掘り起こし、現代
のプロパガンダ分析のためのメディア・リテラ
シー教育理論へつなげたのである。「プロパガン
ダ教育の歴史を見ることは、内省的でメタ認知
的思考がメディア・リテラシーのカギとなる要素
であること、そしてこの実践が今日も重要であ
ることを思い起こさせた」と述べている（Hobbs 
& McGee, 2014:64）。こうした過去の研究をもと
に構築したのが現代プロパガンダの理論と実践
であり、「メディアを乗り越えよう（Mind Over 
Media）」サイトの立ち上げである。メディア・
リテラシー教育として現代プロパガンダを学ぶ意
義について、ホッブスは次のように述べている。
プロパガンダに対する批判的思考とプロパガ
表 2　プロパガンダ分析の ABC
Ascertain プロパガンダに含まれる矛盾を分析する。
Behold プロパガンダの矛盾点を注視する
Concern 社会問題と関係するプロパガンダと自分を関連させる。
Doubt 自分の意見は自分自身のものだという思い込みを疑う。
Evaluate 自分自身のプロパガンダを注意深く評価する。
Find the facts 結論を出す前に事実を見つける。
そのために次の問いに答えなければならない。
・プロパガンダを作ったのは誰か。
・私たちの思想や行動にどのように影響を与えようとしているのか。
・どんな目的のためにプロパガンダの技術を使っているのか。
・私たちはその目的が好きか、どんな言葉やシンボルが使われているか。
・作者はそうした言葉やシンポルによってどんな意味を示そうとしているのか。
・このプロパガンダの基本となる利益は何か。
・その利益は我々が考えるように、ほとんどの市民の利益や社会の利益と一致しているか。
Guard さまざまな言葉から常に身を守る。
Hobbs & McGee（2014）Table 1: Seven Propaganda Devices, p.63より一部を抜粋して作成
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ンダの意図を理解することはシティズンシッ
プの重要な責任である。20世紀にはプロパ
ガンダに関する数多くの議論があった。しか
し、残念なことに近年プロパガンダ研究は数
多くの教育環境の中で消えてしまった。同時
に、私たちはこれまでになく、デジタル・メ
ディアとテクノロジーに依存しており、絶え
ず身近な SNS や広告、24時間ニュース、さ
らには、テレビショーや映画、ビデオゲーム、
アプリなどを含む果てのなく広がる数多くの
娯楽メディアに晒されている。スポンサー付
きコンテンツやネイティブ広告を含むオンラ
インの新たな形態のプロパガンダの登場は、
私たちにとってメディア環境の変化にペース
を合わせるための課題である。私たち自身の
デジタル・メディアの利用を通して、私たち
は今や日々の生活の中で膨大な量のメッセー
ジを創造し、活発に関わっているために、新
たな形態のプロパガンダは時に認識すること
さえ困難である。また、人々は私たちの生
活の中であらゆるメディアによって圧倒さ
れ、あるいは負担と感じているかもしれず、
それによって「拒絶」現象を引き起こすかも
しれない。その状況になると、私たちはプロ
パガンダにさらされているが、それがどのよ
うに私たちの感情や態度、知識、行動に影響
を与えているかほとんど認識できなくなる。
（Hobbs, 2015:4）
　2016年 6月 10日、法政大学図書館司書課程と
アジア太平洋メディア情報リテラシー教育セン
ター（AMILEC）は、ホッブスを招いて現代プ
ロパガンダのワークショップを開催した。参加者
は学生や教員、大学研究者ら 40名ほどであった。
資料 1はその時に用いた資料の翻訳である。現代
プロパガンダには過去のプロパガンダの定義と対
比すべき特別な定義があるわけではない。むしろ
それはメディア環境の変化がもたらすものであ
る。新たなテクノロジーの登場により、現代のプ
ロパガンダはニュース、情報、広告やエンターテ
イメントなど、いたるところに存在する。そして
プロパガンダは有益かもしれないし、有害かもし
れないが、それはメッセージの受け手の文脈や解
釈、視点によるものだという（資料 1）。
　ワークショップは現代プロパガンダの解説から
始まり、「メディアを乗り越えよう（Mind Over 
Media）」サイトの紹介、そして日本人学生向け
に用意された、いくつかの事例を挙げて良いプロ
パガンダか、悪いプロパガンダか、挙手とその理
由を発表させた。その分析にはリモコンの形をし
たメディア・リテラシー教育の 5つのキー・クエ
スチョンが書かれたカードを用いた（図 1）。リ
モコンは身近なものであり、キー・クエスチョン
も常に身近なものである必要があるからである。
答えは様々であったが、ディスカッションは結論
のないオープンエンドであった。それはメディア・
リテラシー教育の基本である。5
　ホッブスは 2019年 4月に「教室の中にいつ、
どのように右翼のプロパガンダを持ち込むか？」
というタイトルの記事を書いている（Hobbs, 
2019a）。排外的な極右集団であるオルト右翼（alt-
right）のプロパガンダには、ヘイトスピーチが含
まれていることが多いため、慎重な検討が必要で
ある。ホッブスはジャーナリストがヘイトスピー
チをニュースにすれば、それがネットの炎上を作
り出し、ジャーナリストの意に反し、かえって彼
らの意図を増大させてしまう矛盾状況とその対
策について書かれたレポート「増幅の酸素（The 
Oxygen of Ampliﬁcation）6」を紹介する。こう
した事例を見ると、教育の場でオルト右翼のプロ
パガンダを教材にすることに躊躇を感じる教師も
いることだろう。しかし、「政治的プロパガンダ
の過激形態を無視することはまた教育的無責任に
なりうる」という。そして「では、メディア・リ
テラシー教師はオルト右翼の政治的プロパガンダ
を学校に持ち込むべきか？」と問いかけるのであ
る。では、どのようにオルト右翼のプロパガンダ
を批判的分析能力の向上に利用し、学習を促進す
ることができるのだろうか。
　ホッブスは、フィンランドのフィン人民党のプ
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ロパガンダ映像「Ketutus」とそれがフィンラン
ドの選挙に与えた影響を紹介する。その映像を見
た人たちによって実際に暴力事件も起こった。左
翼に属するソマリア人の候補者が襲われたのであ
る。ホッブスは外国の「Ketutus」映像は自国の
極右のプロパガンダに比べて抵抗は少ないだろう
と考えた。実際、この外国の映像を見せると、生
徒たちは知的な関心を持つことができたという。
　「探究学習のテクニックを用いるとき、生徒は
プロパガンダが作られた批判的、政治的、社会的、
経済的文脈により関心を持つことができるように
なる」（Hobbs, 2019a）。しかし、教師は同時に
極右のプロパガンダを教室で利用する場合の潜在
的なリスクについても考慮しなくてはならない。
生徒に考えさせることなくただ単に見せてしまう
ようなことは避けなければならないとホッブスは
指摘する。単に見せるだけでは、有害な文化的ス
テレオタイプを作り出したり、強化したりするだ
けになりかねないからである。そして最後に次の
ように述べる。「政治的プロパガンダ活用の目的
と教育目標を十分に考えることは、思慮を持った
実践者への生涯にわたる過程の一部なのである。」
（Hobbs, 2019a）
　また、ホッブスは同じ年の 6月に書いた記事
「プロパガンダの力を教える」で、さらに踏み込
み、生徒にプロパガンダを作らせるべきかという
問題を提起している。良いプロパガンダがあるの
なら、良いプロパガンダの制作実践もありうる
ことになる。この記事では NAMLE のラウンド
テーブルでこの問題について議論がされたことが
紹介されている。そしてホッブスは次のように書
いている。「ある教育者はこの種の活動は危険で
あり、あまりに多くのリスクを伴うと主張する。
またあるものはこの考えに強く惹かれていたよう
であった。生徒が公共広告を作るのならそれは現
代プロパガンダの一つの形を作っていると考えれ
ば良いのである」（Hobbs, 2019b）。ホッブスは、
プロパガンダ制作の学習は市民学習の一部である
と考える。さらに興味深いことに、ホッブス自身
が「民主主義を守るための行動（Act to Defend 
Democracy）」の一部としてデモの広告をフェイ
スブックの広告機能を使って作ろうとしたとこ
ろ、フェイスブックに拒否されたという。同様な
ことは他の教育イベントでも経験したという。「結
果として、市民活動にソーシャル・メディアの力
を十分に使うことができなかった」とホッブス
は書いている。そして私たちがアメリカの政治的
キャンペーンのプロセスの中で経験している複雑
な政治的現実の理解に向けて方向を定めるこうし
た教育実践についてまさに学び始めたところだと
いう。大人、子ども、そして若者の世代にこうし
た努力が届き、彼らが責任ある、そして自ら統治
する市民になるために必要なコンピテンシーを発
達させることができるよう、努力をさらに続けな
ければならないと述べている（Hobbs, 2019b）。
このように現代プロパガンダの理論と実践は、単
なるプロパガンダの分析方法の学習ではない。虚
偽情報のみならず、ヘイトスピーチが飛び交う
ソーシャル・メディアにおける民主主義のプロセ
スと責任あるシティズンを育成するためのデジタ
ル・シティズンシップ教育の一部と見做すことが
できるだろう。
４	 結論
　本稿は図書館界における情報リテラシー教育の
一部としての情報評価リスト方式の限界を示し、
それを乗り越えるためのファクトチェックにおけ
る「横読み」やジャーナリズムを基礎としたニュー
ス・リテラシー、そしてメディア・リテラシー教
育としての現代プロパガンダ論を検討した。ファ
クトチェック・スキルとしての「横読み」は情報
リテラシーの一部であり、同時にニュース・リテ
ラシーの一部であるということもできる。図書館
界におけるリファレンス・サービスや情報リテラ
シーとファクトチェックは「政治的中立性」を最
大限に重視し、情報の真偽そのものを重視する点
で類似しているとも言える。一方、ファクトチェッ
クはジャーナリズムを基盤とするニュース・リテ
ラシーにとっても、事実と意見を分別し、ニュー
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ス情報の真偽を検証するスキルとして重要であ
り、両リテラシーに共通するスキルである。
　また、ジャーナリズムにおける表現の自由と民
主主義の獲得を最優先課題とするニュース・リテ
ラシーはメディア・リテラシーとも共有する理念
を持つ。ニュース・リテラシーはニュース情報に
焦点を当てたメディア・リテラシーであるととも
に、情報リテラシーであるとも言える。メディ
ア・リテラシーはホッブスが指摘するように、あ
らゆる形態のメディア・メッセージを対象とする
「ビッグ・テント」（Hobbs, 1996）であり、理論
的にはこれらを包含するリテラシーである。さら
にメディア・リテラシーはホッブスの現代プロパ
ガンダ論が示しているように、より広い文化領域
を視野に入れつつ、政治を含めた市民活動へのエ
ンゲージメントを強く志向している。
　さらに、本稿では取り上げなかったが、近年の
動向としてデジタル・リテラシー論の潮流もある。
一般にデジタル・リテラシーとは「情報の発見、
創造、コミュニケーションのために、情報・コミュ
ニケーション技術を用いる能力」のことをいう7。
この概念をさらに拡大し、批判的思考を包含した
概念が批判的デジタル・リテラシーである。ポリッ
チは次のように書いている。「批判的デジタル・
リテラシーは、オンラインに関わる必須条件とし
て、バイアスや偏見、詐称、そして本当の信頼を
明確なものにすることによって、利用者がコンテ
ンツを批判的に消費するよう力を与える。しかし、
批判的デジタル・リテラシーはまた、社会におけ
るデジタル・メディア技術の位置の理解でもある
べきである」 （Polizzi, 2017）。
　このように見ていくと、実態としてみれば、こ
れらのリテラシーにはそれぞれの学問領域と推進
する組織があり、運動があることを考慮する必要
がある。そして、それぞれのリテラシーの固有な
領域を認めつつ、いずれのリテラシーにも「批判
的思考」が中核にあるという認識が決定的に重要
である。我々がめざすべきリテラシーを「メディ
ア・リテラシー、ニュース・リテラシー、デジタ
ル・リテラシー、情報リテラシーと呼ぼうと、い
ずれもすべて批判的思考スキルの育成に取り組ん
でいる」（Jolly, 2014）のである。そこで、あら
ゆるリテラシーを包含する概念であるユネスコの
メディア情報リテラシーを念頭に置きつつ、一つ
のリテラシーではなく、これらのリテラシーズの
多様性を前提とした虚偽情報対抗教育実践を進め
ていくことがもっとも現実的な方略であろう。そ
して何よりも、その土台として人権教育を含むグ
ローバル・シティズンシップ教育やデジタル・シ
ティズンシップ教育があることを忘れてはならな
い。
　今日、小学生ですら、日々ソーシャル・メディ
アの膨大な情報にさらされており、学習において
もインターネットを使うことが日常となってい
る。虚偽情報を見分ける力の育成は小学校段階か
ら不可欠である。筆者は 2019年 8月 28日、福島
県須賀川市立白方小学校の授業支援を行った。18
名の 5年生の児童が夏休み中にネパールについて
の調べ学習を宿題として行い、その結果をまとめ
る授業であった。18名のうちインターネットで
調べた児童は 16名であり、市内の図書館を使っ
た児童は 2名であった。16名の児童の多くはウィ
キペディアを使った。またそれ以外に個人のブロ
グや観光情報サイトにアクセスしてさまざまな情
報を集めた。しかしいずれの児童も自分が調べ
たサイトがどのようなサイトなのか理解していな
かったのである。このような状況は小学校のみな
らず、中学、高校でもほとんど変わらない。それ
ばかりか、大学生でさえ、似たような状況であり、
彼らはインターネット上で目にしたものを無批判
に受け入れてしまう傾向がある。筆者は高校生や
大学生の実態を「『ポスト真実』時代のメディア・
リテラシーと教育学：フェイクニュースとヘイト
スピーチへの対抗」としてまとめている（坂本、
2017b）。日本の教育界はこうした「ポスト・トゥ
ルース」時代の教育状況を深刻に受け止めるべき
であり、「批判的思考」の重要性は創造性や主体
性の重要性に置き換えることはできない。そのた
めにも日本のメディア・リテラシーや情報リテラ
シー論を本稿で示した欧米の多様なリテラシーの
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理論と接合させ、深化させる必要がある。
　本稿の冒頭で、NIEによるメディア・リテラシー
の定義を紹介し、日本におけるメディア・リテラ
シー概念には混乱があることを示したが、この混
乱に対してもっとも良い解決方法は本稿で検討し
てきたニュース・リテラシーの概念を用いること
であろう。とりわけ NIE のようにジャーナリズ
ムとの関係が深い組織や運動と世界中で展開しつ
つあるニュース・リテラシー運動との融合や連携
は理にかなっているといえる。私たちが荒れ狂う
情報の大海原に漕ぎ出る小舟ならば、権力から独
立した健全なジャーナリズムは民主主義の灯台で
ある。ニュース・リテラシーの理念は NIE 運動
の基盤に位置づくべきである。また、2019年 8
月 7～ 8日には法政大学で図書館協会学校図書館
部会第 48回夏季研究集会が開催されたが、その
テーマは「学校図書館から考える情報の信頼性―
インターネット・新聞・ニュース―時事的な情報
とどう向き合うか―」であり、講演者は FIJ の楊
井人文であった。学校図書館はアメリカと同様に、
虚偽情報問題に対抗するための教育運動の一つの
柱としてもっとも早い第一歩を歩み始めたと言え
る。学校の教職員や図書館職員、ジャーナリスト、
市民は、虚偽情報問題に対抗する教育を進めるた
めに互いに協働し、民主主義を守るためのより広
い市民運動として教育政策に反映させる努力を進
めるべきである。
	 	 注
1 NIE によるメディア・リテラシーの定義は以下
のサイトを参照。
 http://nie.jp/teacher/3.html （2019 年 8 月 23
日アクセス）
2 AAOCC は CRAPP テ ス ト と 同 様 に 図 書 館
で用いられるチェックリスト式の情報評価基
準。AAOCC と は Authority、Accuracy、
Objectivity、Currency、Coverage の 頭 文 字
をつないだもの。詳細は以下のサイトを参照。
 Elmer E. Rasmuson Library https://library.
uaf.edu/ls101-evaluation （2019 年 8 月 23 日ア
クセス）
3 日本語版ウィキペディアの「メディア・リテラ
シー」項目はかつて「世の中にある数え切れな
いほどの沢山の情報メディアを主体的に読み解
いて必要な情報を引き出し、その真偽を見抜き、
活用する能力」という定義が書かれていたが、
2019 年 1 月 24 日に国際的に有力な定義と数多
くの参照によって、大幅に書き直された。ウィ
キペディアに「事実を信頼できるソースで参照
することについて厳格なルール」が存在するこ
との一つの証明であろう。
4 表1の元のソースは以下の通り。なお、表2の「プ
ロパガンダ分析の ABC」の作者は不明である。
 Clyde Miller & Violet Edwards (1936, 
October). The intelligent teacherʼs guide 
through campaign propaganda .  The 
Clearing House, 11(2), 69-77.
5 現代プロパガンダ分析に関する最新のレッスン
プランは以下の URL にある。（2019 年 8 月 23
日アクセス）
 Mind Over Media Analyzing Contemporary 
Propaganda Lesson Plan, Media Education 
Lab
 https://mediaeducationlab.com/sites/
default/files/FINAL%20Mind%20Over%20
Media%209.17.18.pdf
6 この報告書は以下の URL にある。（2019 年 8
月 23 日アクセス）
 Phillips, Whitney. (2018). The Oxygen 
of Amplification - Better Practices for 
Reporting on Extremists, Antagonists, and 
Manipulators
 https://datasociety.net/output/oxygen-of-
ampliﬁcation/
7 アメリカ図書館協会（ALA）による定義。以
下の URL を参照。（2019 年 8 月 23 日アクセス）
 https://literacy.ala.org/digital-literacy/
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資料１
メディアを乗り越えよう―現代プロパガンダの分析―
ルネ・ホッブス
メディア教育ラボ
アメリカ・ロードアイランド大学ハリントン校コミュニケーション・メディア学部
概要
　メディア・リテラシー教育の観点から、プロパガンダを教える教育実践の中でも「最高の実践」を学習
します。そして新しく作った学習用サイト「メディアを乗り越えよう　現代プロパガンダの分析」を使っ
てみます。このサイトは私たちが生活の一部として出会うさまざまなプロパガンダについてディスカッ
ションするための教育用オンライン・メディア・プラットホームです。
理論
　プロパガンダについて批判的に考えること、プロパガンダの意図を理解することは、21世紀に生きる市
民の重要な責務です。しかし、最近では多くの教育現場で、次第にプロパガンダを教える機会がなくなっ
てしまいました。同時に、世界中で政治的な二極化が進むにつれて、この問題への無関心と忌避の双方が
見られるようになりました。私たちは以前よりもずっと多くのメッセージにとり囲まれています。つまり、
口コミメディアやコンテンツ・マーケティング、広告、24時間流されるニュース、そして音楽、テレビショー、
映画、テレビゲームやアプリ、YouTube や Facebook、Twitter などのソーシャルメディアなどますます
広がりを見せる一連の娯楽メディアに取り込まれ、ごく身近なものとしてコンスタントにさらされている
のです。
　さまざまな形で、さまざまな経路を通って日々の日常生活の中にやってくる膨大な量のメッセージの中
では、新しい形の現代プロパガンダを認識することは難しいでしょう。現代プロパガンダについてディス
カッションをすれば、コミュニケーションの力や制作者や視聴者としての責任を考える契機となるでしょ
う。そして新しいメディアとテクノロジーの活用と潜在的なインパクトに対する新たな疑問が湧き上がり、
アートとジャーナリズム、運動との間の曖昧とした境界の中で、プロパガンダがどのように力を得るのか
調べたくなるでしょう。
ワークショップの要素
　このワークショップでは、メディア・リテラシー教育の観点から、プロパガンダを教える教育実践の中
でも「最高の実践」を学びます。プロパガンダの概念が時を超えてどのように発展してきたのか、そして
この概念の鍵となる要素は何かといった点について考えます。
・ プロパガンダとは、何らかの主張や立場に向けて人々の態度に影響を与える目的を持ったコミュニ
ケーションの一つの形態である。（ウィキペディア）
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・ プロパガンダとは、我々の不安感につけこむ情報の一つの形態である。（ジャック・エリュール）
・ プロパガンダとは、真実か真実でないか、理解か無理解かといったことに無関係である。それは、
目的を達成するためにあらゆる手段を用いる戦略的コミュニケーションの一形態である。（ウォル
ター・カミンガム）
・ プロパガンダとは、扇動者の意図をより高める反応を得られるよう、ものの見方を形作り、認識を
操作する計画的、組織的な試みであり、直接的な行為である。（ガース・ジョウェットとビクトリア・
オドネル）
・ プロパガンダとは、マスメディアやダイレクト・メディアを介して制御された一方的な（事実であ
ろうとなかろうと）メッセージの伝達、イデオロギー的、政治的、あるいは商業的な目的のために、
ある特定の視聴者の感情や態度、意見、行動に影響を与えようとする意図的な説得の一形態である。
（リチャード・アラン・ネルソン）
・ プロパガンダとは、感情的、即急的、二者択一的な反応に我々を駆り立てるよう意図的にデザイン
されたコミュニケーションである。（ニール・ポストマン）
　定義はいろいろですが、一つだけはっきりしていることがあります。現代のプロパガンダはニュース、
情報、広告やエンターテイメントなど、いたるところにあるということです。プロパガンダは有益かもし
れないし、有害かもしれませんが、それはメッセージの受け手の文脈や解釈、視点によるのです。Web2.0
の世界では、プロパガンダは避けることができません。
「メディアを乗り越えよう」ウェブサイト
　新しい学習サイト「メディアを乗り越えよう　現代プロパガンダの分析」（http://propaganda.
mediaeducationlab.com/）を使ってみましょう。これはユーザーがコンテンツをアップロードできるウェ
ブサイトで、高校生や大学生が現代プロパガンダを学習するときに役立ちます。世界中のユーザーが、プ
ロパガンダの事例をアップロードし、調べ、議論することができます。皆さんは、このワークショップに
参加することによって、教員研修ワークショップを行うのに必要な知識とスキルを身につけることができ
ます。そして皆さんの所属する団体や組織の中でも、現代プロパガンダを分析するデジタル・リテラシー
の活動を始めることができるのです。
メディア・リテラシー・スマートフォン
　自分が見ているもの・見えているものや読んでいるものに対して、批判的な問いをすることがメディア・
リテラシー教育の要です。「メディア・リテラシー・リモコン」は 1993年に、私の学生たちが「読んでい
るもの、見ているもの、そして見ながら読んでいるものについての批判的な問いを発する」習慣を身につ
けさせたいと思ったことから始まりました。
　まず、メディア・リテラシーを導入するために、象徴となるような丈夫でカラフルなカードを作りました。
老若問わず、リモコンを使うことは楽しいものです。
　メディアテクストの批判的な分析の実践を構造化することは、生徒たちが学ぶ手助けにもなります。何
年もの間、非常に多くの教育者、学生およびその家族の人たちが、見ているもの、見えているもの、読ん
でいるものに対する批判的な問いの立て方を学ぶために、この「メディア・リテラシ ・ーリモコン」を使っ
てきました。（図 1）
 
04_坂本_Vol17-1.indd   71 2019/10/09   10:19
72
研究 : メディア・リテラシー教育は知的好奇心をどのように育てるだろうか
　メディア・リテラシー・ワークショップで分析を学ぶことは、知的好奇心を育てることにつながるで
しょうか。テレビニュースの分析や制作方法を学んだ全米 44校から来た 544人の高校生を対象に行った
研究を簡単に紹介します。この研究は PBS ニュース・アワー学生報告ラボ（PBS News Hour Student 
Reporting Labs）の一部として行ったものです。生徒たちは、知的好奇心や振り返り、自己表現といった
点で、統計的有意性が増加しました。今、私たちは、現代プロパガンダに関する異文化間対話がグローバ
ルな理解を促進しつつ、生徒たちのメディア・リテラシー能力を発達させることができるだろうかという
課題を明らかにするために、国際的な研究チームを組織しています。
図 1
メディア・リテラシーのキー・クエスチョン
1）作者はだれか。目的は何か。2）関心を引きつけ、持た
せるためにどんな技術が用いられているか。3）どんな生活
スタイルや価値観、視点が表現されているか。4）メッセー
ジから、どれだけ異なった解釈を行ったか。5）メッセージ
から除外されたものは何か。
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